
２
０
２
２
春
闘

大
幅
賃

上
げ
目
指
し
闘
お
う
！

◆
失
わ
れ
た
30
年
と
新
自
由

主
義
経
済
政
策
の
実
態

２
０
０
１
年
４
月
に
誕
生
し

た
小
泉
内
閣
は
、
竹
中
平
蔵
経

済
財
政
担
当
大
臣
と
の
コ
ン
ビ

で
、
そ
れ
ま
で
の
日
本
的
経
営

を
否
定
し
て
、
ア

メ
リ
カ
流
の
新
自

由
主
義
経
済
政
策

を
一
気
に
推
し
進

め
ま
し
た
。

大
企
業
は
、
こ

の
政
策
の
下
で
徹

底
し
た
「
リ
ス
ト

ラ
」
を
行
い
、
賃

金
の
抑
制
、
非
正

規
雇
用
の
拡
大
、

下
請
け
中
小
企
業

の
整
理
、
発
注
単

価
切
り
下
げ
、
発

展
途
上
国
へ
の
生

産
の
拠
点
の
移
転

等
を
行
っ
て
き
ま

し
た
。
そ
の
結
果

、
企
業
収
益
は
急

速
に
回
復
し
ま
し

た
が
、
国
内
産
業
は
空
洞
化
し

、
労
働
者
・
国
民
生
活
は
い
っ

そ
う
悪
化
し
、
国
内
の
経
済
は

、
需
要
不
足
に
よ
る
長
期
不
況

に
陥
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

日
本
の
超
・
長
期
不
況
は
１

９
９
１
年
末
か
ら
始
ま
り
今
日

ま
で
続
い
て
い
ま
す
。
こ
の
間

の
１
９
９
９
年
ま
で
と
２
０
０

０
年
以
後
、
つ
ま
り
、
20
世
紀

と
21
世
紀
で
は
違
い
が
あ
る
事

が
分
か
り
ま
す
。
新
自
由
主
義

経
済
の
弊
害
が
色
濃
く
出
た
の

は
21
世
紀
に
入
っ
て
か
ら
と
言

う
の
が
グ
ラ
フ
よ
り
見
て
取
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

◆
21
世
紀
に
入
り
強
ま
っ
た

新
自
由
主
義
経
済
の
弊
害

21
世
紀
に
入
っ
て
か
ら
の
20

年
間
、
GDP
は
事
実
上
ゼ
ロ
成
長

で
あ
り
、
政
府
は
、
公
共
投
資

の
拡
大
を
中
心
に
様
々
な
景
気

対
策
を
実
施
し
ま
し
た
が
、
あ

ま
り
効
果
は
な
く
、
国
の
借
金

で
あ
る
国
債
発
行
残
高
が
88
・

54
％
も
増
え
て
、
１
、
３
６
９

兆
円
に
達
し
ま
し
た
。

大
企
業
は
、
売
り
上
げ
が
伸

び
な
く
て
も
利
益
を
拡
大
で
き

る
体
制
を
確
立
し
、
生
産
の
低

迷
が
続
い
た
に
も
係
わ
ら
ず
経

常
利
益
を
75
・
25
％
も
増
や
し

て
い
ま
す
。

そ
の
一
方
、
労
働
者
の
生
活

お
よ
び
家
計
を
見
る
と
、
労
働

生
産
性
が
上
昇
し
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
賃
金
が
実
質
12

・
50
％
も
低
下
し
た
。
雇
用
は

、
非
正
規
雇
用
者
が
61
・
18
％

も
増
加
し
、
正
規
雇
用
者
は
２

・
51
％
減
少
し
て
い
ま
す
。

◆
日
本
経
済
再
生
に
必
要
な

賃
上
げ
額

長
期
的
に
見
れ
ば
、
GDP
（
国
内

総
生
産
）
の
動
向
を
決
め
る
の

は
消
費
支
出
で
あ
り
、
そ
の
大

き
さ
を
決
め
る
の
は
賃
金
で
す

。
賃
金
が
上
が
れ
ば
、
国
内
需

要
増→

国
内
生
産
増→

付
加
価

値
増→

国
内
需
要
増→

国
内
生
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産
増
と
い
う
好
循
環
が
生
ま
れ

、
経
済
は
成
長
す
る
が
、
賃
金

が
下
が
れ
ば
、
国
内
需
要
減→

国
内
生
産
減→

付
加
価
値
減→

国
内
需
要
減→
国
内
生
産
減
と

い
う
“
悪
魔
の
循
環
”
に
陥
っ

て
し
ま
い
、
経
済
は
縮
小
し
て

し
ま
い
ま
す
。
日
本
経
済
の
超

長
期
不
況
の
原
因
が
、
賃
金
が

上
が
ら
な
か
っ
た
こ
と
に
あ
る

の
は
一
目
瞭
然
で
す
。

全
労
連
は
、
２
０
２
２
春
闘
で

２
万
５
千
円
の
賃
上
げ
要
求
を

掲
げ
て
い
ま
す
。
こ
の
額
は
、

予
想
さ
れ
る
物
価
上
昇
と
社
会

保
障
の
切
り
捨
て
に
対
応
し
た

生
活
防
衛
の
最
小
限
の
要
求
で

す
。
新
自
由
主
義
か
ら
の
転
換

と
い
う
な
ら
、
ま
ず
、
新
自
由

主
義
的
経
済
運
営
が
も
た
ら
し

た
長
期
不
況
前
の
ピ
ー
ク
で
あ

る
１
９
９
７
年
度
の
水
準
ま
で

賃
金
を
戻
す
こ
と
で
あ
り
、
16

・
７
％
、
５
万
３
，
２
６
５
円

の
賃
上
げ
が
ど
う
し
て
も
必
要

で
す
。

（
記

執
行
委
員
長
）

３
月
６
日
緊
急
宣
伝
行
動

ロ
シ
ア
は
ウ
ク
ラ
イ

ナ
侵
略
を
や
め
よ
！

名
古
屋
栄
の
ラ
シ
ッ
ク
前
歩

道
に
大
勢
の
市
民
が
集
ま
り
、

ロ
シ
ア
に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵

略
に
抗
議
の
声
を
上
げ
る
宣
伝

行
動
が
行
な
わ
れ
ま
し
た
。
老

若
男
女
が
入
り
交
じ
り
、
侵
略

戦
争
に
対
す
る
憤
り
を
肌
で
感

じ
ま
し
た
。

連
日
メ
デ
ィ
ア
で
取
り
上
げ

ら
れ
、
刻
一
刻
と
ロ
シ
ア
の
包

囲
が
進
み
、
首
都
キ
エ
フ
へ
の

一
斉
攻
撃
も
間
近
と
報
道
さ
れ

て
い
ま
す
。

私
た
ち
組
合
も
無
関
心
で
は

い
ら
れ
ま
せ
ん
。
一
人
一
人
の

組
合
員
は
、
で
き
る
と
こ
ろ
で

支
援
の
活
動
に
参
加
さ
れ
ま
す

よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

上
２
枚
は
宣
伝
行
動
の
様
子

で
す
。

（
記

執
行
委
員
Ｕ
）
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編
集
後
記

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
は
ピ
ー

ク
ア
ウ
ト
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
ロ
シ
ア

に
よ
る
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻
が
世
界
を
震

撼
さ
せ
て
い
ま
す
。
ロ
シ
ア
大
統
領
は

核
使
用
も
ほ
の
め
か
し
て
い
ま
す
。
尋

常
と
は
思
え
ま
せ
ん
。
早
期
解
決
を
祈

る
ば
か
り
で
す
。

（
Ｕ
）

■

今
後
の
予
定

■

３
月
13
日（
日
）ウ
ク
ラ
イ
ナ
宣
伝
行
動

（
栄
メ
ル
サ
前
11
時
～
）

３
月
20
日（
土
）全
国
一
般
中
央
執
行
委

員
会

３
月
24
日（
木
）地
本
執
行
委
員
会

３
月
26
日（
土
）ア
ク
リ
ル
争
議
支
援
共

闘
会
議
第
３
回
総
会
（
16
時
～
）

４
月
１
日（
金
）ア
ク
リ
ル
争
議
名
護
地
裁

仮
処
分
審
尋
（
11
：
30
～
）

４
月
28
日（
木
）ア
ク
リ
ル
争
議
裁
判

（
名
古
屋
地
裁
13
：
15
～
）

ロシアのウクライナ軍
事侵略に強く抗議し、
直ちに撤退を求めます
ロシアは、 隣国ウクライナヘの侵略に踏み切り、多く
の人命が奪われています。他国の主権、領土を侵す
野蛮な行為であり、国連憲章に茎づく平和の国隊秩序
そのものを根底から突き崩すものです。ウクライナ情
勢は、停戦交渉に入ったもののロシアは核使用をちらっ
かせるなど、予断を許しません。

今、全世界から、ロシアヘの糾弾をと世論が広がって
います。ロシアは「独立承認」と派兵の指示をただちに
取り消すとともに、ウクライナ国境沿いに展開する大軍
を撤退させ、軍事的圧力をやめるべきです。

戦争で常に犠牲になるのは労働者階級とその家族で
す。世界は新型コロナパンデミックに苦しんでおり、世
界はパンデミックから人類と地球を守るために全力を挙
げるべき時です。全国一般愛知地本は、平和を求める
世界の労働者とともに声を上げ、ロシアに対し軍事侵
略をただ ちに停止し外交交渉テーブルにただちに戻る
ことを求めます。このような危機的状況を解決するには、
日本国憲法9条を実践する平和外交が何よりも求めら
れます。ロシアのように政府が他国への侵略行為に及
ぶことへの歯止めが9条であり、敵基地攻撃の検討な
ど9条を骨抜きにする自公与党、維新などの策動に断
固反対します。日本政府には、ロシアの侵路行為に断
固抗議するとともに、憲法9条を活かした対話と協力の
外交努力を強めることを求めます。


